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１ はじめに 

富士吉田市教育委員会においては、教育長の判断による教育委員への迅速な情報提

供や会議の招集・審議を行っているところであり、本市教育委員会のさらなる効率的

な運営を図り、開かれた教育行政の推進と教育関係者の資質向上に努めています。 

また、本市教育委員会においては、教育委員会定例会議をはじめ、学校訪問の実施、

教育施設の視察等、活発な意見交換を通じて、きめ細かな地方教育行政を推進してお

ります。 

この報告書は、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第 26 条の規定に基づ

き、教育委員会が実施している事務事業に関する点検・評価を行ったことにより、そ

の評価結果及び教育委員会の活動等を取りまとめたものであります。 

 

 

 

○地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

第 26 条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により

教育長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第４項の規定

により事務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状

況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議

会に提出するとともに公表しなければならない。 
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２ 点検・評価の実施について 

（１）点検・評価の対象 

   点検・評価の対象は、本市教育の総合的な指針である「第６次富士吉田市総合

計画」に基づく具体的な推進施策として実施している教育委員会の全事務事業を

対象としました。 

○対象事業一覧 

No 事業名 担当課 

１ 富士吉田市外１市２町４村１組合充て指導主事共同設置事業 

学校教育課 

２ 小中学校教育振興事業 

３ 小中学校特色ある学校づくり事業 

４ 小中学校校外活動等支援事業 

５ 富士吉田市外２町４村１組合通級指導教室共同設置事業 

６ 小中学校情報教育推進事業 

７ 総合教育支援事業 

８ 小中学校校舎等維持管理事業 

９ 小中学校管理事業 

10 明見中学校長寿命化事業（継続事業） 

11 吉田中学校屋内運動場長寿命化事業（R5・6 継続事業） 

12 就学時健康診断事業 

13 児童生徒健康管理事業 

14 児童生徒就学援助・奨励事業 

15 教育委員会管理事業 

16 学校給食センター運営事業 学校給食センター 

17 青少年センター管理運営事業 

生涯学習課 

18 青少年教育事業 

19 放課後子ども教室推進事業 

20 市民会館管理運営事業 

21 社会教育推進事業 

22 生涯学習講座事業 

23 芸術文化振興事業 

24 スポーツ振興事業 

25 市民体育施設管理事業 

26 公立学校体育施設一般開放事業 

27 スポーツ推進委員事業 

28 図書館管理運営事業 
図書館 

29 子供読書推進事業 
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No 事業名 担当課 

30 文化財保護対策事業 

歴史文化課 
31 博物館管理運営事業 

32 御師外川家住宅等整備活用事業 

33 博物館学芸事業 

34 富士山教育研究実践事業 

教育研修所 35 外国語指導委託事業 

36 教育研修所事業 

 

 

（２）点検・評価の方法 

各担当課で所管する事業について、令和６年度の実績・成果・課題及び令和７年

度における実施内容と今後の展望等により、今後の事業の進め方における内部評価

を行い、管理本部とのヒアリングの後、担当評価を決定しました。 

最終評価の実施にあたって、担当課は最終評価者である教育長及び教育委員に対

し、令和６年度の実績・成果・課題、令和７年度事業実施内容、今後の展望、並び

に担当評価に至るまでの意見を具体的に説明し、教育長及び教育委員による審議の

後、最終評価の判定を行っていただきました。 

評価については、事業ごとに、次の７段階（ＡＡ・Ａ・Ｂ１・Ｂ２・Ｃ・Ｄ・Ｅ）

での評価を行いました。 

 

【事務事業評価における「コスト投入」の方向性、「成果」の方向性の基本的組み合わせ表】 

成果 の

方向性 

拡大・拡充 － － Ｂ1 ＡＡ 

継続・維持 － Ｂ２ Ａ － 

縮小・統廃合 － Ｃ － － 

休止・廃止 Ｄ － － － 

経常事業 Ｅ 

 

皆減 縮小 維持 拡大 

コスト投入（一般財源）の方向性 
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（３）評価結果 

  全 36 事業における最終評価は、コスト・事業成果ともに拡大していくＡＡ評価

が７事業、コスト・事業成果ともに現状を維持・継続していくＡ評価が 18 事業、

コストは現状を維持しつつ事業成果を拡大とするＢ１評価が２事業、コストを縮小

しつつ事業成果を継続・維持していくＢ２評価が１事業、コスト・事業成果ともに

縮小・削減していくＣ評価が２事業、経常・義務的な事業であるＥ評価が３事業、

休止・廃止であるＤが３事業という評価結果となりました。 

コスト面、事業成果とも拡大評価（ＡＡ）を受けた事業については、将来に有効

な事業として、今後、コスト・成果ともに拡大し、事業の効果的・有効的な展開を

図る必要があると判断されたものであります。その他の事業については、現在のコ

ストを維持しながらも、事業に一定の成果が見られ、良好に推移していることが見

受けられるとの判断を受けました。コスト面、事業成果とも縮小・削減の評価（Ｃ）

を受けた事業については、事業を継続していくために施設管理方法や共同設置の在

り方を見直し取り組む必要があると判断されたものであります。 

また、点検評価審議の際には、ＧＩＧＡスクール構想等に伴う教育環境の変化へ

の対応、委託業者に対するモラル遵守の要望、児童生徒家庭への適切な対応、教育

施設の管理運営の在り方、物価上昇に伴う対応、文化の伝承や長期的な視点での事

業継続についてなど、様々な意見や提案がありました。教育をめぐる課題は、年々

複雑かつ多様化しており、市民のニーズや信頼に応える教育行政を実現するために

は、安全性、コスト面を考慮し、様々な取り組みを積極的に展開していく必要があ

ります。 

富士吉田市教育委員会といたしましては、点検・評価の際にいただいた、ご意見

やご提言を今後の事務事業に反映させ、子どもたちの生きる力を育む教育の推進と、

市民の皆様が生涯にわたり心豊かに学び続けることができる環境づくりができる

よう責任ある教育行政の推進に努めて参ります。 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

（４）各事業の評価 

第２章心豊かな人を育む『教育・文化・スポーツ』の充実 

第２節 学校教育 （１）教育内容の充実 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

富士吉田市外１市２町４村

１組合充て指導主事共同設

置事業 

担当課：学校教育課 

●事業内容等 

南都留地区の本市外１市

２町４村１組合の教育委員

会による共同設置事業とし

て、富士･東部教育事務所内

に充て指導主事２名を配置

し、学校における学習指導、

その他学校教育に関する専

門的事項の指導を行う事業

である。 

 

＊根拠法令 

・地方教育行政の組織及び

運営に関する法律第 18条 

 

 

 

 

 

 

●実績･成果 

富士・東部教育事務所内

に配置している２名の充て

指導主事が、先進地や県内

外の研修に参加し、知識習

得、スキルアップを図った。 

また、指導主事が研修等

で習得した内容を共同実施

構成市町村及び組合の小中

学校の教諭への指導に還元

することにより、富士東部

地区全体の学校教育の推進

に寄与した。 

指導主事が参加する視

察・研修や会議における記

録の保存や資料の投影が可

能になることで、小中学校

教諭との情報共有が行いや

すくなることから、デジタ

ル機器等を購入し情報環境

の整備に努めた。 

 

●課題等 

予算編成や予算管理な

ど、共同設置による事務の

煩雑さがある。 

 

 

 

 

●実施内容 

共同設置により経費など

の負担が軽減することか

ら、引き続き、富士・東部

教育事務所内に２名の充て

指導主事を配置。県内外で

開催される視察や研修会等

に参加し、構成市町村等の

各小中学校校内研究等でノ

ウハウや情報を還元する。 

 

🔴今後の展望等 

 教職員は小学校高学年に

おける教科担任制やＩＣＴ

関係の知識向上等の、より

専門的で質の高い教育に対

応した指導力を身に付けて

いく必要があるが、各校に

在籍する教員が個々に研究

や研修を行うことは難しい

ため、充て指導主事が先進

地視察研修等でノウハウを

習得し、管内小中学校に還

元できるよう、今後も適正

に事務を執行していく。 

 

 

Ｅ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

小中学校教育振興事業 

担当課：学校教育課 

●事業内容等 

 学習指導要領に沿った教

育を円滑に推進するため、

授業などに使用する消耗品

や各種学習教材等の購入を

行う。また、授業や学校行

事に使用するための各種備

品を購入する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小中学校特色ある学校づく

り事業 

担当課：学校教育課 

●事業内容等 

 特色ある学校づくり推進

のため、各小中学校におい

て独自の学習活動を行う。 

 

 

●実績･成果 

各学校において、授業や

学校行事で使用する用紙等

消耗品や、夏休み・冬休み

の課題用教材などを購入し

た。 

また、理科実験用機器、

体育用具、楽器など教育備

品の更新・整備を行うこと

で学習環境の充実を図っ

た。 

 

●課題等 

 高額な備品や補助金対象

外の備品もあることから、

更新・整備に伴う負担が大

きい。 

 

 

 

 

●実績・成果 

 全校へコミュニティスク

ールを導入した。 

外部講師を招き、富士山

教育や国際理解教育、平和

学習などの特色ある学校づ

くり活動を各小中学校で実

施した。 

 

●課題等 

 コミュニティスクールを 

 

 

●実施内容 

各学校の授業、学校行事

等に係る物品等の整備を行

い、学校教育の円滑な運営

を図る。 

教育備品の整備を図るこ

とで、学習環境の改善につ

なげる。 

 

●今後の展望 

 予算が限られる中、補助

金等を活用しながら、計画

的に教育備品の更新・整備

を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

●実施内容 

 各小中学校において独自

性のある教育目標を設定

し、工夫を講じ、より特色

を活かした学校づくりを推

進する。 

 

●今後の展望等 

 コミュニティスクールを

通し、地域の特性や伝統な

どを活かした学校づくりの 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

 

 

 

 

小中学校校外活動等支援事

業 

担当課：学校教育課 

●事業内容等 

児童生徒の健やかな心と

からだを育てるため、学校で

の授業のみならず校外での

活動を支援する事業である。 

主なものとしては、民間施

設を活用した小学校の水泳

授業や校外行事におけるバ

ス等の借上げ（交通安全教

室、郷土学習、林間学校等）

や各種部活動等のコンクー

ルまたは全国大会、関東大会

等の参加に対する補助金交

付を行う。 

 

導入して間もないことか

ら、地域との連携をより深

めていく必要がある。 

 

 

 

 

●実績・成果 

 林間学校・宿泊学習・水

泳授業等の学校行事に係る

バスの借り上げや、各種全

国大会、関東大会等への参

加に対する補助を行い、校

外行事を円滑に実施するこ

とができた。 

市内小学校水泳授業を引

き続き民間委託し、専門的

な指導を受けることでの授

業の質の向上、教職員の負

担軽減を図った。 

併せて、市内中学生に対

して英語検定の資格取得に

おける補助を行い、積極的

な受験を促すことで生徒の

英語力と学習意欲の向上を

図った。 

 

●課題等 

 物価高騰により、バスの

借り上げ料など、郊外活動

等に伴う費用負担が大きく

なっている。継続して郊外

活動が実施できるよう、適 

推進を図る。 

 

 

 

 

 

 

●実施内容 

 引き続き民間施設を活用

した小学校の水泳授業や校

外活動に対するバスの借り

上げ、大会参加に対する支

援を行う。 

英語教育の推進を図るた

め、市内全中学校生徒に対

する英検全額補助を引き続

き実施する。 

 

●今後の展望等 

 郷土学習や林間学校の校

外学習や各種大会への参加

など様々な体験を通じて、

自分自身で考えて行動する

といった人間力形成や情操

を養い、豊かな学校生活を

送ることができるよう、引

き続き支援する。 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

 

 

 

富士山教育研究実践事業 

担当課：教育研修所 

●事業内容等 

富士山教育を学校教育の

基盤に据え、富士山や地域を

知る学習を通して、「富士山

と自分の住んでいる地域に

誇りを持てる子どもを育て

ること」を目的とする事業で

ある。 

市内小中学校で行われる

授業実践や体験的活動、キャ

リア教育（社会的・職業的自

立のための教育）等の充実を

図っている。 

 

切な予算執行が求められ

る。 

 

 

 

●実績・成果 

富士山学習研究会を中心

に、各校の富士山学習、地

域学習の実践を共有し合

い、富士山教育の充実に取

り組んだ。 

教職員を対象に視察研修

を実施し、７月には静岡県

富士宮方面の富士山関連施

設、10 月には上吉田地区の

史跡等を視察した。また、

富士見台中で行われた防災

ワークショップを参観し、

富士山について多面的・多

角的に学んだ。 

地域と連携したキャリア

教育の一環として、中学２

年生の「職場体験学習」、中

学３年生の「ふるさと発見

ワークショップ」を実施し

た。また、「わたしたちの富

士吉田市・富士山作品コン

クール」「富士山学習成果発

表会」を実施し、児童・生

徒の富士山に対する愛着を

高め、郷土愛の醸成を図っ

た。 

夏季休業中学習支援事業 

「富士子屋」を市内４中学 

 

 

 

 

 

●実施内容 

富士山学習講師派遣事業

や富士山学習成果発表会等

を実施し、市内小中学校に

おける富士山教育のさらな

る充実に取り組む。 

教員の資質向上を目指

し、静岡県御殿場方面の富

士山に由来のある神社・史

跡・施設の視察研修等を実

施し富士山への見聞をさら

に広げ、児童生徒への還流

を行う。 

中学２年生を対象にした

各事業所における「職場体

験学習」、中学３年生を対象

に各校に講師を招いての

「ふるさと発見ワークショ

ップ」を開催し、生徒の社

会的・職業的自立を目指す。 

第９回「わたしたちの富

士吉田市・富士山作品コン

クール」を実施し、富士山、

地元地域への興味・関心・

意欲の向上を図る。 

夏季休業中学習支援事業

「富士子屋」を市内４中学

校区で 10日間実施し、児童

生徒の学習習慣の定着・学 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外国語指導委託事業 

担当課：教育研修所 

●事業内容等 

市内小中学校11校への外国

語指導講師（ＡＬＴ）派遣を

業務委託し、外国語教育の充

実と国際理解教育の推進を図

る事業である。 

ＡＬＴミーティングや外国

語教育研究会を実施し、ＡＬ

Ｔ、教科担任が指導方法につ

いて学びあったり交流したり

することを通して外国語指導

の充実を図る。 

 

校区において、10 日間実施

した。 

【コンクール応募数】 

３部門 2217 点 

【富士子屋参加者】 

 参加登録数 147 人 

延参加者数 580 人 

 

●課題等 

 「職場体験学習」「ふるさ

と発見ワークショップ」「富

士子屋」の各事業が子ども

たちの学びにおいてより効

果的なものとなるよう、協

力者の確保等、学校、各関

係機関や企業等とさらに連

携していくこと。 

 

 

 

●実績・成果 

 市内小中学校１１校への

ＡＬＴ継続配置により、各

校の教育課程に基づいた効

果的な授業支援に取り組ん

だ。また、学校生活全般に

おいてネイティブスピーカ

ーであるＡＬＴと様々な教

育場面で活動・交流するこ

とにより、児童・生徒が生

の英語に触れながら、異文

化理解やコミュニケーショ

ン力の向上を図ることがで

きた。 

力の向上を図る。 

 

●今後の展望等 

 各校における富士山学習

がさらに充実するよう地域

資源についての共有を進め

ていく。 

「職場体験学習」「ふるさ

と発見ワークショップ」「富

士子屋」の各事業において、

企業・学習支援者・学校と

丁寧な連携を図りながら事

業を着実に進めていく。 

 

 

 

 

 

 

 

●実施内容 

 ＡＬＴと教科担任との効

果的なティームティーチン

グによる授業づくりを進

め、外国語教育の充実を図

る。 

教育活動全般においてネ

イティブスピーカーである

ＡＬＴを有効に活用するこ

とで、児童・生徒の異文化

理解やコミュニケーション

力の育成につなげる。 

ＡＬＴの指導力向上を目

指し、ＡＬＴリーダーを配 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

 各校における小学校１・

２年生の国際理解教育、

３・４年生の外国語活動、

５・６年生の外国語科、中

学校での外国語科授業の充

実を図るため、学校規模に

応じてＡＬＴの配置を調整

し、ティームティーチング

による授業を計画的に実施

することができた。 

外国語教育研究会を中心

に授業研究を行うととも

に、ＡＬＴリーダーによる

巡回指導・ＡＬＴミーティ

ングを実施し、教員・ＡＬ

Ｔの指導力向上・外国語教

育の充実を図ることができ

た。 

 

●課題等 

 ＡＬＴの指導技術、教科

担任とのティームティーチ

ングによる授業力の向上を

図ること。 

ＡＬＴの積極的かつ柔軟

な活用により国際理解教育

を教育活動全般にわたり推

進していくこと。 

 

 

 

置し、研修所指導主事と共

に市内各校を巡回し、授業

観察や指導を行う。委託業

者やＡＬＴ及び学校との連

携も恒常的に行い、個別の

面談や定期的なミーティン

グ等を行うことで、ＡＬＴ

の指導力向上、外国語教育

の充実を図る。 

児童生徒のみならず、早

い段階から生きた英語に親

しむことができるよう市立

保育園におけるＡＬＴの活

用拡大を推進していく。ま

た、教育支援室における児

童生徒への外国語学習支援

等にも定期的に取り組んで

いく。 

 

●今後の展望等 

 外国語教育の充実を目指

し、委託業者との連携を密

にしながら質の高いＡＬＴ

を安定的、継続的に配置で

きるように努める。 

各学年における外国語活

動、外国語科授業の充実を

図るとともに、市立保育園

等におけるＡＬＴの活用を

さらに推進していく。 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

富士吉田市外２町４村１組合

通級指導教室共同設置事業 

担当課：学校教育課 

●事業内容等 

南都留地区の本市外２町

４村１組合の教育委員会が

共同設置事業として、下吉田

第二小学校に通級指導教室

を設置し、言語や発達に課題

をもつ幼児・児童・生徒に対

し、適切な言語教育等を行う

ため、専門教員による支援を

行う事業である。 

 

＊根拠法令 

・学校教育法施行規則第 140

条第 1号に規定する者 

 

 

 

 

●実績･成果 

設置校である下吉田第二

小学校の通級指導教室の教

諭６名により、南都留地区

の学校に通う児童生徒の言

語発達等の通級指導を実施

した。 

 本教室での指導が言語だ

けでなく、情緒障害、ＬＤ

（学習障害）、ＡＤＨＤ（注

意欠陥多動性障害）等多様

化していることから、令和

６年度より名称を「ことば

の教室」から「ことばと発

達のサポートルーム『ほっ

と』」に変更し、在籍する子

どもたちそれぞれの特性や

能力に合わせ、きめ細やか

な個別の指導を行った。 

 

●課題等 

小学校への設置のため、

中学校へ進学した生徒が通

いにくさを感じて退級につ

ながることがあり、これま

で受けていた支援が途切れ

てしまう傾向がある。 

相談件数や通級希望者が

増加の傾向にある一方で、 

教職員の配置は据え置かれ

ている状況にあり、教職員 

 

 

 

●実施内容 

 本年度は常勤の教職員の

必要数７名に対し、実際の

配置が５名であったため、

非常勤の教職員を４名配置

することで、今年度も児童

生徒の個々に応じた指導目

標を設定し、適切で専門的

な指導を行っている。 

自身の発達特性や発達課

題に悩む児童生徒や、子ど

もの障害に不安を抱える保

護者に対する心のケアにも

対応しており、各関係機関

との連携を図りながら、適

切な指導を行い発達等の相

談に応じている。 

 

🔴今後の展望等 

相談内容や障害の状況が

多様化してきていることか

ら、対応する教員のスキル

アップが必要であるため、

研修への参加を推進してい

くとともに、関係機関との

連携を深めていく必要があ

る。 

今年度の教職員の配置状

況では、通級希望児童生徒

や、未就学児を含む発達相

談等について十分に対応し 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

 の負担が増加している。 

 

 

 

 

 

 

令和６年度末 

【年齢別】 

幼児 11 名 

児童 94 名 

生徒  6 名  

計  111 名 

 

【障害別】 

構音 46 名 

吃音  7 名 

自閉症 7名 

情緒障害 4 名 

LD・言語発達遅延 30 名 

ADHD  17 名     

計  111 名 

 

【地区別】 

富士吉田市  66 名 

富士河口湖町 28 名 

西桂町     3 名 

忍野村     7 名 

道志村     0 名 

鳴沢村     0 名 

山中湖村    3 名 

湖南中組合   4 名 

計         111 名 

きれない状況にあり、待機

児童生徒が生じている。通

級指導教室の在り方につい

て、共同設置者と検討して

いく必要がある。 

 

 

令和７年６月末現在 

【年齢別】 

幼児  0 名 

児童 85 名 

生徒  9 名  

 計  94 名 

 

【障害別】 

構音  29 名 

吃音  10 名 

自閉症 14 名 

情緒障害 4 名 

LD・言語発達遅延 24 名 

ADHD  13 名     

計   94 名 

 

【地区別】 

富士吉田市  62 名 

富士河口湖町 21 名 

西桂町     3 名 

忍野村     2 名 

道志村     0 名 

鳴沢村     0 名 

山中湖村    2 名 

湖南中組合   4 名 

計          94 名 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

小中学校情報教育推進事業 

担当課：学校教育課 

●事業内容等 

学校現場では児童生徒や

保護者などの個人情報を保

管している。情報セキュリ

ティの技術的強化及び教職

員への研修により、個人情

報の流出等のセキュリティ

事故の防止を図る。 

文部科学省のＧＩＧＡス

クール構想により整備した

１人１台タブレットパソコ

ンの活用を図り、ＩＣＴ教

育の推進と、教員の働き方

改革を目指す。 

 

 

●実績・成果 

令和７年度以降に控える

ネットワークの改定に向

け、基盤づくりを行った。 

 また、タブレットＰＣで

使用するデジタル教材及び

デジタル教材の活用方法等

を指導するＩＣＴ支援員を

継続して導入し、ＩＣＴ教

育の推進を図った。 

 併せて、教職員への情報

セキュリティ研修を実施

し、教職員の情報セキュリ

ティ意識向上を図った。 

 

●課題等 

 学校教育における DX 推

進及び ICT の活用が進み、

学校現場等において、より

高度な専門知識などが求め

られている。 

ネットワークの改正や各

種システム類の更改を今後

控えるなか、専門的知見を

持つ専任職員及び学校現場

を把握している指導主事の

配置が必要不可欠となって

くる。 

 

 

 

 

●実施内容 

リスクや重要性などに応

じネットワークを分離して

使用している各種システム

について、令和８年度フル

クラウドへの実施に向け準

備を進めていく。 

文部科学省で実施してい

る学習者用デジタル教科書

実証事業において、一部市

負担分が発生している算

数・数学について、引き続

き導入する。 

 

 

●今後の展望等 

令和８年度に児童生徒用

タブレット端末の調達を行

う。 

ネットワーク環境の変更

に伴う対応や、教職員の情

報セキュリティ向上をこれ

まで以上に図る。 

ＧＩＧＡスクール構想当

初に導入した機器やシステ

ム類の更改にあたり、機器

等の必要性を適切に判断

し、導入コストを抑える。 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

第２節 学校教育（２）教育体制の充実 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

総合教育支援事業 

担当課：学校教育課 

●事業内容等 

市内小中学校に在籍する

児童生徒が抱える様々な問

題に対応するため、学校や

関係機関と連携し、教育相

談や適応指導等の支援を行

っている。 

総合教育支援員による不

登校児の学校復帰支援や学

習支援などの効果的な支援

を行うと同時に、スクール

ソーシャルワーカーや心理

士が児童生徒の困りに寄り

添い、個々の意欲や満足感

等の状況を把握すること

で、総合的にこどもを支援

しながら自立を促す事業で

ある。 

 

 

 

●実績･成果 

 総合教育支援員を７名任

用。心理士派遣による教育

相談や適応指導等の支援を

行い、学校や関係機関と連

携して、学級集団づくりや

不登校などの早期発見に繋

げることができた。 

不登校やいじめなどの背

景として、家庭での虐待や

貧困が絡むケースが多いこ

とから、スクールソーシャ

ルワーカーに委託し、社会

福祉的な観点から支援を行

った。 

また、特別支援教育支援

員を、小中学校全校に配置。

小学校に 28 名、中学校に９

名の配置を行い、個々の特

性や多様性に応じたきめ細

かな支援を行うことができ

た。 

 

●課題等 

不登校児の増加や低年齢

化が進んでいる。不登校と

なる原因は、友人関係や家

庭環境などさまざまで、各

児童に寄り添った支援が必

要となっており、スクール 

 

 

●実施内容 

 昨年度に引き続き、総合

教育支援員７名を配置。定

期的な学校訪問、支援室の

開設等により不登校傾向の

ある児童生徒の早期発見・

未然防止・学習支援などに

努めている。 

また、スクールソーシャ

ルワーカー（１名）や公認

心理師（数名）なども派遣

により配置。学校や関係機

関と連携を図りながら、問

題を抱える児童生徒やその

保護者に寄り添った教育相

談や適応指導を行ってい

る。 

令和７年７月１日現在

で、特別支援教育支援員を

増員し、小学校に 30名、中

学校に９名配置、個々の特

性や多様性に応じたきめ細

かな支援を行っている。 

 

●今後の展望等 

不登校の背景にある課題

を早期発見や早期対応によ

ってとらえ、関係者が連携

を取りながら、きめ細かな

支援を行っていき、不登校 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育研修所事業 

担当課：教育研修所 

●事業内容等 

 本市の教育の振興及び児

童生徒の健全な育成を目的

として、教職員研修、教育

に関する調査・研究、教育

相談を推進する事業であ

る。 

また、学校の実情に応じ

て、外国人子女等指導協力

者や私傷病休暇等代替職員

を派遣するとともに、校務

支援システムを活用するこ

とにより教職員の業務の軽

減を図る。 

ソーシャルワーカーのニー

ズが高まっている。本市で

は現在 1 名のスクールソー

シャルワーカーが対応して

いるが、ニーズの多様化に

より増員が求められる。 

 また、支援室を利用する

子どもたちは、小学生から

中学生と年齢幅が広い上、

コミュニケーションに課題

がある児が多く、個別の関

わりが重要であるため、支

援室の広さや仕様を検討し

ながら、より適切なスペー

スの確保などの環境整備が

課題である。 

 

 

 

●実績・成果 

「不登校対応」「地域に開

かれた教育課程作り」「タブ

レット等ＩＣＴ機器の効果

的な活用」等、学校が抱え

る様々な教育課題に対し、

研修所が委嘱した各小中学

校の研究員が中心となり研

究・実践を深めた。 

今日的な教育課題へ対応

していくために、夏季休業

中を中心に教職員研修を実

施した。ＩＣＴ利活用研修、

Ｇｏｏｇｌｅ研修、若手教 

の未然防止につなげてい

く。 

 また、ニーズが高まって

いるスクールソーシャルワ

ーカーについては、県と連

携を強め、増員を見込んで

いく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●実施内容 

教職員を対象に、多種多

様な教育課題に対応した研

究会や研修会を実施し、市

内小中学校における教育活

動の充実を図る。 

多様な教育課題へ対応す

るため、ＷＥＢＱＵ研修、

ソーシャルスキル研修、特

別支援教育研修、防災教育

研修等の各種研修を実施

し、教職員の資質向上を図

る。 

また、授業においてタブ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

員資質向上研修、特別支援

教育研修、ＬＧＢＴＱ研修、

ＳＯＳの出し方に関する教

育研修等を実施し、教職員

の資質向上、日々の教育活

動への活用を図った。 

外国籍児童の学習活動を

サポートするために、通訳

者を学校に派遣し、きめ細

やかな指導・支援に努めた。 

教職員業務支援システム

（あいシステム）の管理運

営においては、学校現場で

の使用状況を確認しつつ、

教職員の意見を反映しなが

ら、利便性を高めるよう努

めた。また、教職員用タブ

レットの入れ替え等、ＩＣ

Ｔ機器の整備を計画的に進

め、適正な管理に努めた。 

 

●課題等 

 社会に開かれた教育課程

の実現を図りながら、今日

的教育課題への対応に向け

て研究会や研修会を充実さ

せていくこと。 

デジタル教科書やＩＣＴ

の活用について、各小中学

校で推進役となる教職員が

中心となり、教職員全体の

レベルアップを図ること。 

 

レットを効果的に活用しな

がら、校務ＤＸも推進して

いけるよう、生成ＡＩの活

用方法等、ニーズに合った

研修会を開催していくとと

もにＩＣＴ環境の整備を進

めていく。 

幼保小や小中高等、校種

間の連携連絡会議を計画的

に運営し、課題を共有しな

がら子どもたちの成長過程

におけるスムーズな接続、

効果的な支援を図ってい

く。 

 

●今後の展望等 

 多様化する教育課題に対

応するため、市内各小中学

校の担当者が集まる各種研

究会を計画的に運営すると

ともに、学校現場のニーズ

を捉えた研修会を実施す

る。 

「あいシステム」から「県

の統合型校務支援システ

ム」へのスムーズな移行を

進めるとともに、校務ＤＸ

推進による教職員の業務軽

減を図る。 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

第２節 学校教育 （３）学校施設の充実 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

小中学校校舎等維持管理事

業 

担当課：学校教育課 

●事業内容等 

小中学校の維持管理を行

い、健全経営を図っていく。

また、児童・生徒や教職員

が安心して快適に過ごせる

ような学習環境を確保す

る。 

 

 

 

 

●実績・成果 

 富士小学校受水槽改修工

事、下吉田第二小学校屋内

運動場空調設置工事、吉田

小学校校屋内運動場照明Ｌ

ＥＤ化改修及び空調設置工

事、下吉田東小学校校屋内

運動場照明ＬＥＤ化改修及

び空調設置工事、少人数学

級へ対応するための小学校

教室への空調設置工事、富

士見台中学校屋内プールの

撤去工事を実施した。 

市内の小中学校に通う生

徒に対して防災用ヘルメッ

トを支給した。 

学校施設の維持管理や法

令に基づく点検等に関する

各種委託業務等を実施し

た。 

学校運営に支障をきたさ

ぬよう、緊急性・安全性・

必要性を踏まえ、適切な修

繕を実施した。 

 

●課題等 

学校の維持管理に必要な

手数料や委託料の増加や、

老朽化に伴う校舎の修繕回 

 

 

 

●実施内容 

吉田西小学校・富士小学

校屋内運動場照明ＬＥＤ化

改修及び空調設置工事によ

り、学校施設としての質的

整備及び、発災後の避難所

としての機能性強化を図

る。 

下吉田中学校屋内運動場

空調設置等の改修工事にお

ける実施設計委託業務を実

施する。 

 

●今後の展望等 

照明のＬＥＤ化及び空調

の設置が未実施の屋内運動

場へ導入を進める。 

中学校における水泳授業

（実技）の廃止に伴い、使

用しなくなった一部プール

について解体を行う。 

校舎等の老朽化に伴い、

大規模な改修等が必要とな

ってくるため、小中学校の

適正規模・適正配置の状況

を踏まえつつ、計画的に改

修等を行い施設の維持管理

に努める。 

また、適正規模・適正配 

 

ＡＡ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

 

 

 

 

 

 

小中学校管理事業 

担当課：学校教育課 

●事業内容等 

学校の安全管理や設備・

備品等を維持していくた

め、物品や備品等の管理、

購入を行い、円滑な学校運

営を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

数の増により、財政負担の

増加が予想される。 

 

 

 

 

 

 

●実績・成果 

 昨年度と同様に学校施設

の適切な運営のために必要

な消耗品や備品の整備、学

校施設・備品の軽微な修繕

等を実施した。 

感染症対策のため、保健

室で使用する消耗品を購入

し、学校内の感染リスクの

軽減に努めた。 

 

●課題等 

校舎の老朽化に伴う軽微

な修繕の増加や備品の更新

により、管理費用の増加が

見込まれる。 

 

置に基づき、増改築や除却

等の必要性が生じると考え 

られるため、今後そのため

の費用の支出が想定され

る。 

 

 

 

●実施内容 

 各小中学校と連携し、学

校施設の適切な維持管理や

安全管理とともに、児童生

徒の健全育成や安心安全な

学びの場となるように努め

る。 

 

●今後の展望等 

学校と連携し、適切な予

算計上を行い、学校施設の

円滑な運営を図っていく。 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

明見中学校長寿命化事業

（継続事業） 

担当課：学校教育課 

●事業内容等 

令和５～７年度の継続事

業である明見中学校長寿命

化改修工事において、工事

の管理等を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

吉田中学校屋内運動場長寿

命化事業（継続事業） 

担当課：学校教育課 

●事業内容等 

令和５・６年度の継続事

業である吉田中学校屋内運

動場長寿命化改修工事設計

業務の管理を行う。 

 

 

 

●実績・成果 

 昨年度に引き続き、長寿

命化工事を推し進め、屋内

運動場については工事が完

了した。 

 

●課題等 

 次年度が最終であること

から、工期の遅れがないよ

う、工事の進捗管理を行う。 

 

 

 

 

 

●実績・成果 

 設計委託業務が完了し、

成果品を引き受けた。 

 

 

 

●実施内容 

本年度の工事完了に向

け、進捗管理を行う。 

 また、予算の執行状況と

して、昨年度においては、

請負業者より出来高分の請

求がなかったことから、前

年度予算を繰越している。

そのため、令和７年度に現

年予算及び繰越予算より支

出する。 

 

 

 

 

●実施内容 

 小中学校の適正規模・適

正配置の状況を踏まえ、計

画的に事業を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄ 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

第２節 学校教育 （４）健全安全教育の充実・推進 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

就学時健康診断事業 

担当課：学校教育課 

●事業内容等 

本市に住所を有する、来

年度の小学校就学予定者に

対し、健康診断を行うこと

により、心身の疾病や異常

の疑いがある者をスクリー

ニングし、保健上必要な助

言を行い就学支援等に結び

つける。 

 

＊根拠法令 

・学校保健安全法第 11条 

 

 

 

●実績･成果 

市民会館を健診会場と

し、３日間の日程で集合健

診を実施した。令和６年度

は 347 人が対象。 

問診票の回答や知能検

査・健診当日の子どもの様

子からだけではなく、こど

も家庭センターの地区担当

保健師、保育園巡回看護師、

福祉課の保健師等からの情

報を活用し、就学に向けた

教育相談に繋げることで、

きめ細かな就学支援を行う

ことができた。 

 会場は、３階フロアーに

加えリハーサル室やふじさ

んホールを借用し、順路な

どの導線の調整や対応する

職員の確保などにより会場

内の混雑の回避を図った。 

 

●課題等 

 集合健診となるため、導

線をスムーズに確保し、就

学予定児・保護者の負担軽

減が必要である。 

 

 

●実施内容  

【令和７年度健診日】 

10 月 21 日（火） 

 10 月 22 日（水） 

 10 月 23 日（木） 

会場：市民会館３階・ 

   ふじさんホール 

【予備日】会場：明見小 

 10 月 29 日 

11 月 5 日  

 

 就学予定者の心身の状態

を把握し、保健上必要な勧

告、助言を行い、就学支援

につなげる。 

 

●今後の展望等 

 会場運営にあたっては事

前に打ち合わせを行い、受

付時間を学校ごとに調整す

るなど、全体の流れをスム

ーズにするため、引き続き

誘導スタッフを配置する。 

また、各種健診結果を受

け、保護者への助言や就学

校への連携を行い、適切な

就学につなげていく。 

 

 

 

 

Ｅ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

児童生徒健康管理事業 

担当課：学校教育課 

●事業内容等 

学校保健安全法及び富士

吉田市小・中学校管理規則

に基づき、学校医・学校歯

科医・学校薬剤師を配置し、

児童生徒に対する各種健診

を実施するとともに、児童

生徒の健やかな育成及び健

康管理を図る事業である。 

 

＊根拠法令 

・学校保健安全法第 23条 

・富士吉田市小・中学校管

理規則第５条 

 

 

 

●実績･成果 

 富士吉田医師会、山梨県

歯科医師会、富士吉田市学

校薬剤師会に推薦依頼を行

い、推薦を受けた医師・眼

科医・歯科医師・薬剤師に

委嘱し、各小中学校におい

て学校保健安全法による健

康診断を実施し、疾病の予

防や適切な治療の指導等を

行った。 

 また、学校医等に専門的

な助言を受けることによ

り、児童生徒の健康管理や

感染症の拡大予防に努め

た。 

結核対策委員会におい

て、７名の要検討者につい

て精密検査の要否を検討

し、全員精密検査不要とい

う結論に至った。 

学校給食においては、食

物アレルギー対応委員会を

開催し、学校給食における

アレルギー発症について、

発生状況や今後の対応方法

について報告や検討を行っ

た。 

 

【令和６年度委嘱人数】 

（委嘱のべ人数） 

 学校医    59 人 

 

 

●実施内容 

医師会等の関係機関との

調整により、滞りなく学校

医の委嘱を行い、学校医の

配置体制を整えている。 

 法令に基づき各小中学校

の学年に応じた検査及び健

診を円滑に実施できるよ

う、関係機関や学校への働

きかけを行う。 

食物アレルギー対応や結

核対策の委員会を開催し、

必要な事項について検討を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和７年度委嘱人数】 

（委嘱のべ人数） 

学校医    59 人 

 

Ｅ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校給食センター運営事業 

担当課：学校給食センター 

●事業内容等 

 成長期の児童生徒及び幼

児に対し、栄養バランスの

とれた安心安全な給食を提

供し、健康の保持増進を図

る。また、地産地消を含め

た食育指導を通じ、食事に

関する正しい理解と望まし

い食習慣を身に付ける力を

養う。 

食物アレルギー疾患を持

つ児童生徒には、詳細な献

立表の対応や除去食の提供

を行う。 

 市立小中学校に在校する

児童生徒の保護者の経済的

負担を軽減するため、学校

給食費の無償化を行ってい

る。併せて、食物アレルギ

ー疾患を持つ児童生徒の保

護者に対し、給食費相当額

の補助金を交付する。 

災害時には、炊き出しの 

学校歯科医  16 人 

 学校薬剤師  11 人 

 

●課題等 

 児童生徒の健康課題に対

し、学校・地域の関係機関

とより連携して取り組んで

いくことが必要となる。 

 

 

 

●実績･成果 

 学校給食衛生管理基準に

則り、安心安全な給食を提

供することに取り組めた。 

 食育の活動として、市立

小中学校の給食時間に、市

栄養士と栄養教諭が訪問

し、その日の給食を教材と

して、使用食材の栄養素や

産地を紹介したほか、衛生

面や安全に注意して配膳を

行うことなど指導した。 

 献立では、全国の特産品

を使用した味巡り給食を実

施したほか、積極的に地元

の食材を活用し、地産地消

を推進した。給食米につい

ても、市内米生産者に給食

用特別栽培米を栽培しても

らい、12月から提供するこ

とができた。 

 11 月から２月には 16 歳

以上の市民を対象に２回、 

学校歯科医  16 人 

 学校薬剤師  11 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●実施内容 

 令和６年度に引き続き、

衛生管理、施設管理を徹底

し、安心安全な給食を提供

している。 

 食育の活動や施設見学の

受入では、指導教材などを

工夫し、子どもたちの食へ

の関心が高められるよう取

り組んでいる。今年度も小

学校１年生を対象とした施

設見学の受入れを５校おこ

ない、学校からも、子ども

たちの給食への意識が高ま

った等、評価いただいてい

る。 

 食材価格の高騰が収まら

ない状況ではあるが、生産

者や卸売業者の協力の下、

積極的に地元食材を取り入

れている。旬な地元野菜を

購入し、夏休み中に冷凍加

工をして、２学期に提供す 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

拠点としても機能する施設

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各グループや本市保健推進

委員等を対象に５回の給食

試食会を実施し、延べ 81

名に参加いただき、地域の

方々に給食への理解を深め

ていただく良い機会となっ

た。 

食物アレルギー疾患を持つ

児童生徒に対しては、学

校・保護者・調理従事者と

十分に情報交換を行い、詳

細な献立表及び除去食にて

対応した。 

 また、びわアレルギー発

症に関するアンケート調査

を実施し、調査をまとめた

報告会を山梨大学医学部附

属病院アレルギーセンター

及び山梨県と共同開催し、

アレルギーに関しての留意

点や医療機関への受診等、

保護者に周知を図った。 

 引き続き、市立小中学

校の給食費無償化を実施す

るとともに、食物アレルギ

ー等で弁当を持参している

児童生徒に対し補助金を交

付し、保護者の経済的負担

の軽減に繋がった。また、

給食費無償化アンケートを

実施し、無償化についての

周知を図った。 

さらに、学校給食費改定

については、審議会答申に 

る予定。 

また、給食米についても

昨年度に引き続き、市内米

生産者に特別栽培米を栽培

していただいており、今秋

以降、新米を提供していく

予定である。 

給食の献立内容や使用食

材、調理の様子など、市公

式Ⅹやホームページで発信

している。 

 緊急修繕については、経

年劣化による故障が今年も

頻発しているため、日常点

検や長期休業中の年次点検

を実施し、改善すべき点は

順次改善していく。 

 

🔴今後の展望等 

 給食の調理、配缶、配送、

回収に至るまで各指針や対

応マニュアルを遵守し安心

安全な給食を安定して提供

するため、業務を遂行して

いく。 

２学期から中学生用の汁

椀について、入れ替えを行

い、引き続き、適量な配食

を指導していく。 

９月には防災給食で、お

にぎり成形機を使用し、給

食に提供する予定。 

また、食物アレルギー対

応については、詳細な献立 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

 

 

 

基づき、必要な規則改正及 

び予算措置を行い、令和７

年度に改定を行った。 

 

●課題等 

 厨房機器や機械設備の緊

急修繕対応が年々増加して

おり、今後も日常点検や年

次点検において関係者と情

報共有しながら改善策を講

じる必要がある。 

 備品についても、食器関

係は入替時期に入ってきて

おり、計画的に行っていく

必要がある。 

 

表及び除去食にて対応し、

専門的な知識や最新の情報

を関係者と共有しながら、

これまで以上に安心安全に

給食を提供できる体制づく

りを進める。 

学校給食費改定について

は、今年度、審議会を開催

し、答申に基づいた必要な

規則改正及び予算編成を行

い、令和８年度に改定でき

るよう進めていく。 

また、給食費無償化につ

いても、多額の市費が使わ

れていること、市民全体で

給食費を負担していること

を、保護者をはじめ、市民

全体に周知していく。 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

第２節 学校教育 （５）義務教育環境の充実 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

児童生徒就学援助・奨励事

業 

担当課：学校教育課 

●事業内容等 

経済的な理由により就学

困難と認められる児童生徒

の保護者に対して必要な援

助を行う。 

また、特別支援学級に在

籍する児童生徒の保護者の

経済的負担を軽減するた

め、その負担能力の程度に

応じて必要な援助を行う。 

 

 

 

●実績・成果 

無償配布される教科書を

除く、他の学用品、修学旅

行費、校外学習費にかかる

費用の一部について援助を

行った。また、自宅にタブ

レット端末を持ち帰り学習

する際の通信費の一部を援

助対象とした。 

荒井三千男新入学児童生

徒奨学金の廃止に伴い、入

学準備金を増額し、多くの

対象児童生徒の保護者の経

済的負担の軽減を図った。 

給食費無償化に伴い、市

外公立学校及び私立学校に

通学する児童生徒の保護者

へ補助を行い、引き続き給

食費に係る経済的負担の軽

減を図った。 

 

【令和６年度支給額】 

要保護・準要保護 

小学校  6,195,523 円 

中学校  9,235,539 円 

 

特別支援就学援助 

小学校   1,005,395 円 

中学校   661,894 円 

 

 

 

●実施内容 

 各世帯の状況に応じ必要

な援助を行い、保護者の負担

軽減を図る。 

給食費無償化に伴い、市内

在住で、市内公立小中学校以

外の小中学校等に通学する

児童生徒の保護者に対し、給

食費の補助を行う。 

 

●今後の展望等 

 支給金額等の検討を行っ

ていく。 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

  

市外の学校へ通学する児童

生徒の保護者への給食費の

援助 

 小学校  654,765 円 

 中学校 2,168,650 円 

 

●課題等 

先行きが不透明な物価高

騰等の影響もある中で、支給

金額等の検討が今後必要と

なってくる。 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

第３節 青少年 （１）青少年育成 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

青少年センター管理運営事

業 

担当課：生涯学習課 

●事業内容等 

施設管理 

 青少年等が宿泊し、団体

生活をしながら規律、協力、

友愛及び奉仕の精神を養い、

健全な心身を育むことを目

的とする。指定管理者による

施設の効率的で効果的な管

理運営を図る。 

 

 

 

 

 

●実績･成果 

特定非営利法人富士北麓

まちづくりネットワークに

よる指定管理のもと、安

心・安全に利用できるよう

施設運営管理を実施した。

また、利用者の安全性・利

便性の向上のため、非常灯

などの電気施設や宿泊室及

び浴室建具等の修繕を行っ

た。 

【令和６年度利用者数】 

延 13,355 人 

 （内 市民 6,140 人） 

Ｒ５年度 延 13,196 人 

  内 市民 6,589 人 

〇自主事業 

 食事提供事業 

 交流事業 

 

●課題等 

指定管理者と連携して施設

修繕を実施しているが、経

年劣化により修繕箇所等が

増加傾向となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

●実施内容 

・R7 年度は現管理者との指

定管理期間満了年となる。 

・施設の修繕については事

後保全を基本として優先順

位を見極めながら行ってい

く。 

 

●今後の展望等 

令和 16 年が建物の標準

仕様年数（築後 60 年）内で

あるが、施設自体は築 50

年以上が経過しており、老

朽化が顕著であるため、施

設の今後について、方向性

を決めていく必要がある。 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

青少年教育事業 

担当課：生涯学習課 

●事業内容等 

次代を担う青少年の健や

かな育成を図るため、スポ

ーツ大会や各種研修会を実

施や、青少年を取り巻く環

境浄化のための情報発信等

を行う。 

また、青少年育成カウン

セラーによる指導、相談、

助言等を行う。 

 

＊根拠法令 

富士吉田市青少年育成カウ

ンセラー設置規則 

 

 

●実績･成果 

・育成会連合会の開催 

・青少年対策本部事業 

  学童野球大会 

ミニバス大会 

非行防止標語優秀作品

表彰式 

・二十歳を祝う会 

・富士宮市にてジュニアリ

ーダーアウトドア体験 

・保護者や子ども達にむけ

て、インターネットや SNS

とのかかわり方や、注意点

などの情報提供を行った。 

 

●課題等 

青少年の健全育成は地域

が主体となって推進してい

くことが重要であるが、そ

の活動は地域によって格差

がみられ、活発に事業を実

施できる地区もあれば、担

い手が確保できず単独での

育成会活動等が難しい地区

もある。地域間で補えるよ

うな対策も含め検討が必

要。 

 

 

●実施内容 

・育成会連合会における情

報交換・意見交換を行い、

継続的に青少年育成活動を

支援する。 

・学童野球大会、ミニバス

大会の実施。 

・ジュニアリーダーアウト

ドア体験は道志村で実施す

る。 

 

●今後の展望等 

少子化に伴う学童野球大

会、ミニバス大会チーム数

の減少など、今後の大会の

あり方や、青少年総合対策

本部としての関わり方な

ど、各スポーツ団体の自主

運営も視野に検討してい

く。 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

放課後子ども教室推進事業 

担当課：生涯学習課 

●事業内容等 

子どもたちが地域社会の

なかで心豊かで健やかに育

まれる環境づくりを推進す

るため、地域の方々の参画を

得て、放課後を安全安心に過

ごし、多様な体験活動ができ

るよう、学習や体験、住民と

の交流活動などを行う。 

 

 

 

●実績･成果 

【令和６年度開催状況】 

５月から開催した。 

・富士小学校 

 登録数 39 人 37 日開催 

 利用者数 延べ 877 人 

・下吉田第一小学校 

登録数 42人 46 日開催 

利用者数 延べ 1,380 人 

・吉田西小学校 

 登録数 72 人 48 日開催 

 利用者数 延べ 1,418 人 

・下吉田第二小学校 

登録数 28人 20 日開催 

利用者数 延べ 462 人 

・明見小学校  

 毎月１回（土、日）開催 

 利用者数 延べ 116 人 

 

●課題等 

未実施学校への新規開設に

ついては、活動場所の確保

が必要であるが、県の 25

人学級の導入推進等により

校内の余裕教室の不足など

開設が難しい状況である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●実施内容 

・児童の安全・安心を確保

しながら実施する。 

５月～富士小、吉田西小、

下吉田第二小、 

下吉田第一小 

６月～明見小 

・研修会への参加や定期的

なスタッフ会議、等の開催

により事業の資質向上を図

る。 

・推進員・サポーター確保

対策として、県の補助基準

以上の交通費等の支給を行

う。 

 

●今後の展望等 

未実施の学校へのアプロ

ーチについては、国の「放

課後児童対策パッケージ」

で示されている導入方法を

検証しながら新規開設を模

索していく。 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

第４節 生涯学習 （１）施設の活用・充実 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

図書館管理運営事業 

担当課：図書館 

●事業内容等 

 図書館法等に基づき、公

立図書館としての役割を果

たすため、正確で信頼性の

高い情報を提供できる体制

を整備するとともに、利用

者が情報や文化資源を創出

できる環境づくりや資料収

集に努める。 

 また、図書館同士の連携

強化を図るなど、より良い

利用環境の構築を目指す。

加えて、スタッフの専門性

向上を目的に積極的に研修

を受講し、資質の向上に取

り組む。 

 さらに、地域の交流拠点

としての機能を果たすべ

く、さまざまなイベントや

サービスを通じて、図書館

がより親しみやすい存在と

なるよう注力する。 

 

＊根拠法令 

・図書館法 

・富士吉田市立図書館の設

置及び管理に関する条例 

 

 

 

●実績･成果 

公立図書館として、市民

の学習や文化活動を支援す

るための情報・資料提供を

実施したほか、近隣図書館

との連携により、資料の相

互貸借や情報交換を行い、

サービスの充実を図った。   

地域に開かれたコミュニ

ティの場としても機能し、

幅広い年代に向けた各種イ

ベントを開催し、新たな取

り組みとして「大喜利大会」

を実施した。 

さらに、新規イベントと

して「チャリティ上映会」

を開催し募金活動を行っ

た。加えて、図書館の公式

ホームページ Instagram、

Ⅹなどの SNS を活用した広

報活動を展開し、市民にと

ってより身近で利用しやす

い公共施設としての認知を

高めることができた。 

 

【令和６年度実績】 

開館日数     269 日 

貸出者数    65,544 人 

貸出点数    297,252 点 

入館者数   138,181 人 

 

 

●実施内容 

・図書館資料の充実 

・図書館サービスの充実 

・本と触れ合う機会の提供 

・多様な学習機会の提供 

・図書館を支える人材の 

充実 

・情報発信の場としての 

役割 

・教科書センターとしての 

役割 

・図書館システムの管理 

・職員研修 

・各種イベント 

・施設管理 

・全資料に IC タグ貼付 

・スマート図書館システム

の構築 

 

●今後の展望等 

多様化する利用者のニー

ズに広く応えるため、多く

の大活字本の導入を目指

し、ハンディキャップサー

ビスの拡充などの図書館資

料も充実させていく。 

また、図書館業務のさらな

る充実を目指し、専門的知

識を有する有資格者（司書）

を確保し、業務の安定化・ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

蔵書リサイクル数 

  8,583 点 

各種イベント 

    52 回  3,398 人 

・防災イベント 

・お正月福袋＆絵馬 

・おやこで絵本づくり 

・工作教室 

・大喜利大会 

・杉山亮さんと楽しむ 

    えんぴつゲーム 

    ものがたりライブ 

・資産形成セミナー 

・映画上映会 

          ほか 

 

●課題等 

施設管理上の課題とし

て、館内設備の長期使用や

老朽化に伴う補修整備やＬ

ＥＤ交換工事の未実施部分

を進めていく必要がある。 

さらに、図書館運営業務

には専門知識が必要なこと

から、有資格者の人材確保

が必要である。 

 

効率化の実現を目指す。 

さらに、ＩＣＴ化による

適切な人員削減を行い、人

件費の抑制に努める。 

将来的には、図書館運営

業務の民間事業者への委託

等を検討する。 

スマート図書館システム

構築を実現化することによ

る次年度以降の財源につい

ては、次年度から３年間に

ついては負担なし。 

４年後以降のランニング

コストについては、市の一

般財源で負担する予定であ

る。 

また、老朽化に伴う施設

の補修工事を実施し、施設

管理を徹底する。中でも、

2027 年に向け、施設内未実

施部分の照明をＬＥＤ化し

ていく必要がある。 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

子供読書推進事業 

担当課：図書館 

●事業内容等 

 子どもの読書活動の推進

に関する法律及び富士吉田

市子ども読書活動推進計画

に基づき、子どもたちが自

発的に読書に取り組む意欲

を育み、生涯にわたって読

書を楽しむ習慣を身に付け

られるよう支援することを

目的として、読書体験の機

会を提供し、読書の楽しさ

を実感できる環境の整備に

努める。 

 

＊根拠法令 

・子どもの読書活動の推進

に関する法律 

 

 

 

●実績・成果 

 ４か月健診の際にファー

ストブックを贈ることで、

乳幼児とその保護者に絵本

と出会うきっかけを提供し

た。さらに、小学校入学時

にはセカンドブック、中学

校入学時にはサードブック

を贈呈し、子どもの成長段

階に応じた本を手渡すこと

で、読書環境の充実を図っ

た。 

 また、放課後児童クラブ

や学校図書館と連携し、多

くの図書資料を提供したほ

か、読み聞かせボランティ

ア団体「このはなさくや」

の協力を得て、絵本の読み

聞かせや手遊び、エプロン

シアター、紙芝居等を楽し

める「おはなし会」を開催

した。 

 

【令和６年度実績】 

・ファーストブック 231 人   

・セカンドブック 332 人 

・サードブック  369 人 

・学校図書館連携図書購入 

         169 冊 

・ちいさいおはなしかい 

    45 回  1,307 人 

・おはなし会 

 

 

●実施内容 

・羽田ブックプレゼント 

事業 

・学校図書館や関係機関と 

の連携・協力 

・おはなし会の実施 

・ボランティア団体との協 

力による出前おはなし会 

の実施 

 

●今後の展望等 

読書離れが深刻な若者世

代の読書への意欲向上を図

るため、ヤングアダルト図

書の充実や魅力的な特設コ

ーナーの設置など、読書環

境の整備を継続的に実施す

る。 

また、学校図書館と連

携・協力し、市内小中学生

の学校図書室・図書館・本

離れの改善に努める。 

また、羽田ブックプレゼ

ント事業及び学校図書館等

資料支援事業については、

教育文化振興基金（羽田基

金）を財源としており、2008 

年度～2027 年度までの 20

年間を予定した継続事業と

して実施している。数年後

には基金が底をつく見込み

であるが、それ以降も市単 

 

Ｂ２ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    22 回   298 人 

・出前おはなし会 

112 回   2,666 人 

・学校図書館等連携事業 

小学校貸出実績  2,468 件 

中学校貸出実績  3,222 件 

・放課後児童クラブとの 

        連携事業 

   貸出実績 18,327 件 

 

●課題等 

現在、若者世代、特に中

高生の読書離れが深刻な状

況となっているため、幼少

期から小学生までに培った

読書週間や読書意欲を継続

していく取り組みが、今ま

で以上に必要である。 

また、数年後には羽田ブ

ックプレゼント事業の財源

である教育文化振興基金

（羽田基金）が、底をつく

ため、それ以降も市単独事

業として存続していきた

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

独事業として存続していき

たい。学校図書資料支援へ

の取組を縮小し、ブックプ

レゼントへの取組に充てる

ことで、限られた基金にお

いてブックプレゼント事業

の長期化を目指す。 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

市民会館管理運営事業 

担当課：生涯学習課 

●事業内容等 

〇施設管理 

富士北麓地域の教育と文

化の中核拠点施設として、福

祉の増進、地域の発展を図る

ため設置された富士五湖文

化センター・富士吉田市民会

館を指定管理制度のもと、利

用者の安全性・利便性を考慮

し、効率的で効果的な施設の

管理運営を行う。 

 

 

●実績･成果 

・指定管理者である一般財

団法人富士吉田文化振興協

会による施設の円滑な管理

運営により、地域の生涯教

育・社会教育活動の拠点と

して、講座、講演、研修会

等に幅広く利用され、地域

住民の福祉の増進、文化の

向上に寄与した。また、施

設に必要な工事、修繕を実

施し、その維持管理や環境

整備に努めた。 

【令和６年度利用者数】 

利用者数 70,063 人 

（Ｒ５年度 79,359 人） 

【自主事業】  

① 自遊大学  65 教室 

② 映画鑑賞事業 開催 

③ コンサート等 開催 

④ 芸能芸術鑑賞 開催 

 

●課題等 

施設の長寿命化を図るため

に定期的なメンテナンスや

修繕を行うことは不可欠で

ある。また、外壁等の大規

模改修時期であると同時に

点検診断結果を踏まえて緊

急的な修繕等の対応も必要

になってきている。 

 

 

 

●実施内容 

・（一財）富士吉田文化振興

協会を指定管理として施設

の維持管理と施設貸出を実

施する。 

・施設の利用促進に繋がる

よう指定管理者による自主

事業（富士山自遊大学ほか）

の実施を行う。 

・長寿命化計画に基づき定

期的な設備改修及び修繕等

を計画的に実施する。 

 

●今後の展望等 

計画的な施設改修や修繕

を実施し、安心安全な施設

運営を前提に施設利用率の

向上を目指す。 

 

 

Ａ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

第４節 生涯学習 （２）社会教育の推進 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

社会教育推進事業 

担当課：生涯学習課 

●事業内容等 

〇社会教育委員活動 

 市民の学習ニーズや時代

に即した幅広い学習の場を

提供するため、情報収集及び

事業の計画立案等を行い、社

会教育・生涯教育の進展を図

る。 

 

＊根拠法令 

社会教育法第 15条 

 

〇社会奉仕団体への支援 

 婦人会の奉仕活動等を支

援することで、その社会参

画、地域貢献活動等の推進を

図る。 

 

 

 

●実績･成果 

・第 55 回関東甲信越静社

会教育研究大会茨城大会

への参加等、他団体や先進

地の事例、情報を収集し社

会教育の発展に努めた。 

・市社会教育委員の定例会

等の開催。 

・南都留社会教育委員連絡

協議会及び南都留地区担

当者会への参加。 

・市民大学及び各中央社会

学級の視察を行った。 

・連合婦人会の活動支援、

南アルプス市女性団体連

絡協議会との意見交換会

の実施等 

（R６年度補助金 1,500

千円） 

・社会教育実習生の受け入

れを行った。 

 

●課題等 

富士吉田市連合婦人会

への参加自治会の減少。 

若い世代の入会を促し、

担い手を広げるため事業

内容や組織の見直しも含

め検討が必要。 

 

 

 

●実施内容 

・他団体の先進事例に関す

る情報収集や意見交換を行

うため、社会教育委員の研

修会に参加する。 

・社会教育委員が直接的に

中央社会学級運営事業等に

携わり、実施状況の様子を

確認することにより、委

員・講師・受講者の意識向

上を図る。 

・連合婦人会の奉仕活動等

に協力し、その社会参画、

ボランティア活動等を支援

する。 

 

●今後の展望等 

先進地視察研修等を通じ

て講座等の企画立案につい

て意見交換を行い、社会教

育委員活動の充実を図る。 

 

 

 

 

Ａ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

生涯学習講座事業 

担当課：生涯学習課 

●事業内容等 

〇講座等の主催 

市民の多種多様な学習ニ

ーズに応えるため、様々な学

習の情報や学びの場を提供

し、子どもから高齢者まであ

らゆる世代に対応した各種

教室、講演会等を開催し、生

涯学習の推進を図る。 

 

〇活動団体支援 

教育機関が実施する公開

事業や各地区における社会

学級開設事業への補助。 

 

 

 

●実績･成果 

・富士の里市民大学 14 回 

・家庭教育学級   12 回 

・寿教室の開催  12 教室 

・中央社会学級  12 講座 

・地区社会学級  40 学級 

・成人学級の開催 ３地区 

・生涯学習講座  ２講座 

・富士山ジュニアカレッジ

22 教室 

各種事業の申し込みは、

電話だけでなく、メールや

ＨＰ、二次元コード等を活

用するなど利便性の向上

を図った。 

市民大学では神奈川県

鎌倉市の鶴岡八幡宮・高徳

院へ研修を行った。 

 

●課題等 

・講義内容や手法、場所や

機会など学びに関する市

民のニーズが多様化して

いる。担当実施の事業だけ

でなく関係機関を含め生

涯学習情報を収集し、市民

に発信していく必要があ

る。 

・地区社会学級の開催地区

の増、活性化を図る。 

 

 

 

 

●実施内容 

・魅力ある講座づくりに努

めるとともに、参加人数の

調整や実施時間を考慮し、

受講しやすい環境を整えて

いく。 

・広報紙及びＨＰやＣＡＴ

Ｖ、ラジオ放送、ポスター

などの媒体を活用し、継続

して事業のＰＲを実施す

る。 

 

●今後の展望等 

・他部課とも連携・協力を

とり、各受講対象者層に効

果的に情報発信を行う。 

・市民の学習ニーズに応じ

た講座を開催するため、情

報収集に努め、講座内容を

更新していく。 

 

 

Ａ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

第５節 文化・芸術 （１）文化・芸術の振興 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

芸術文化振興事業 

担当課：生涯学習課 

●事業内容等 

〇文化振興活動 

文化意識を高め、心の豊

かさを養い、本市における

芸術文化の向上を図るた

め、芸術文化活動を支援す

る。 

 

〇活動団体の支援 

文化振興団体を支援し、

市民に様々な文化活動に触

れる機会を提供するととも

に後進の人材育成を促す。 

 

 

●実績･成果 

・第 72 回富士吉田市文化祭

を開催した。その成果であ

る収録集の発行を行った。 

・梅若薪能事業への支援 

・文化協会への支援 

・文化振興協会への支援 

・市立中学校文化部活動指

導者派遣 

 

●課題等 

文化団体構成員の高齢化

に伴い、後継者育成が懸案

となっている。 

若い世代が、芸術文化に

触れることができる環境の

整備や情報発信が必要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●実施内容 

・市民が芸術文化に触れる

機会を提供するため、第 73

回富士吉田市文化祭及び公

募展を開催する。 

・11 月３日文化の日には、

文化祭公募展表彰式を開催

する。 

・自治会及び文化団体の活

動費に対し補助金を交付

し、地域の文化活動を支援

する。 

 

●今後の展望等 

若い世代への芸術文化意

識の向上を図り、地域の文

化活動を担う人材育成に繋

げる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

第５節 文化・芸術 （２）文化財等の保存と活用 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

文化財保護対策事業 

担当課：歴史文化課 

●事業内容等 

今日まで守り伝えられて

きた地域の貴重な文化資源

を後世に伝えるため、文化

財の保護及び保存に努める

とともに、文化財の活 

用を図り、後世へ継承して

いく活動を行うもの。 

 

＊根拠法令 

・文化財保護法 

・市文化財保護条例 

・市文化財保護費及び保存

施設費補助金交付要綱 

 

 

 

 

●実績･成果 

【概要】 

・市内の指定・未指定の文

化財の調査や指定文化財の

修理、点検等の維持管理を

行った。 

・文化財指定地域における

開発等に対する許認可を行

った。 

【文化財修理等】 

・国指定「北口本宮冨士浅

間神社本殿ほか 10 棟」防火

施設整備事業（３年目※最

終年度）の指導・事業費補

助を行った。 

・国登録有形文化財「冨士

山元祠」保存修理事業（２

年目※最終年度）の指導・

事業費補助を行った。 

【文化財保護、保存】 

・吉田口登山道保存と活用

のための行動計画策定を行

うと共に、富士山吉田口登

山道内に説明板の設置を行

った。 

・第２期富士吉田市文化財

保存活用地域計画の策定を

行った。 

・北口本宮冨士浅間神社の 

避雷針端子函等の緊急修繕 

 

 

●実施内容 

・国指定「北口本宮冨士浅

間神社」調査工事事業（１

年目）の指導、事業費補助

を行う。 

・国登録有形文化財「上文

司家主屋」保存修理工事の

指導、事業費補助を行う。 

・市指定有形文化財「正福

寺本堂」保存修理事業の指

導、事業費補助を行う。 

・吉田口登山道保存と活用

のための活動計画に基づ

き、事業の推進を行う。 

・第２期富士吉田市文化財

保存活用地域計画に基づ

き、事業の推進を行う。 

・吉田口登山道内における

既設文化財説明板の補修を

行う。 

・市域の指定文化財説明板

の設置を行う。 

・吉田城山の間伐を行う。 

・吉田城山法面対策工事を

行う（繰越明許）。 

・身禄堂用地測量を行う。 

・埋蔵文化財包蔵地に関す

る照会、届出、立会等の対

応を行う。 

・文化財防火デー（北口本 

 

ＡＡ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を行った。 

・国有形登録文化財への登

録（小澤家住宅主屋、旧宮

下家住宅（柏屋）米蔵）を

行った。 

・文化財説明板（小澤家住

宅主屋外４件）の制作設置

を行った。 

・重要文化財の防災設備保

守点検事業を行った。 

・市指定無形民俗文化財保

持団体の活動費補助を５団

体に行った。 

・文化財愛護団体の活動費

補助を５団体に行った。 

【文化財の調査、研究】 

・富士山信仰関係古文書調

査を行った。 

・富士講社、先達への聞き

取り及び神道扶桑教 御神

火大祭調査を行った。 

・一合目鈴原社及び四合五

勺御座石浅間神社（井上小

屋）建造物調査を行った。 

・登録有形文化財建造物候

補(山口家住宅表門)の現地

調査を行った。 

【文化財保護の啓蒙、活用】 

・文化財防火デー防火訓練

(聖徳山 福源寺)を行った。 

・文化財見学受付及び見学

指導（吉田胎内、新倉掘抜）

を行った。 

宮冨士浅間神社）を行う予

定。 

・登録有形文化財の調査を

行う。 

 

🔴今後の展望等 

市内には、世界文化遺産

富士山構成資産も含め、

国・県・市の指定文化財が

多数ある。市全域の文化財

について、長期的な視点に

立った保存や活用等の方針

を引き続き検討を行う。 

・国指定「北口本宮冨士浅

間神社」調査工事は令和７

～９年度にかけて、拝殿及

び幣殿他７棟の重要文化財

建造物群の調査工事を実施

し、令和 11年から予定する

保存修理工事に向けた設計

の作成を行う。 

・吉田口登山道保存と活用

のための活動計画に基づ

き、事業の推進を行う。 

・第２期富士吉田市文化財

保存活用地域計画に基づ

き、事業の推進を行う。 

・身禄堂用地測量結果を踏

まえ、用地の調整および整

理を行う。 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【特別名勝・史跡「富士山」

の現状変更事務（50 件）】 

【文化財の相談受付】 

・包蔵地立会い等（10件） 

・包蔵地照会受付（311 件） 

【世界文化遺産関連会議】 

・第 11 回世界遺産サミット

等への参加 

 

●課題等 

・第２期富士吉田市文化財

保存活用地域計画及び富士

山吉田口登山道保存と活用

のための活動計画に基づく

事業を継続的に推進してい

くための体制の確保。 

・文化財主事等の専門知識

を有する職員の不足によ

り、現有する専門職員の負

担が大きい。 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

博物館管理運営事業 

担当課：歴史文化課 

●事業内容等 

世界文化遺産である「富

士山」とともに歩んできた

本市特有の歴史・文化・産

業を紹介する常設展示や企

画展などを通して、市民の

知識及び教養の向上を図る

ほか、来訪者に対して、本

市における歴史文化に理解

と関心を深めてもらうため

に運営を行うもの。 

 

＊根拠法令 

・博物館法 

・富士吉田市歴史民俗博物

館の設置及び管理に関する

条例 

 

 

 

 

●実施・成果 

【概要】 

・令和５年４月より新たに

開設した「ふじさん VRシア

ター」を主軸とし、年３回

の企画展、参加型ワークシ

ョップを開催した。 

・国道 138 号拡幅工事によ

り解体した「旧武藤家住宅」

について、ふじさんミュー

ジアムパーク内への移築組

立工事に着手した。 

【誘客・広報業務】 

・旅行誌やＳＮＳにより、

ふじさんミュージアムの

PR を実施し、誘客を図り来

館に繋げる取り組みを行っ

た。 

・入館無料（企画展開催時、

富士登山競走参加者、桜祭

り駐車場協力金支払者、富

士山の日） 

・無休開館 ７.８月 

・企画展を３回開催し、市

民入館無料や、ワークショ

ップを実施した。 

 

●課題等 

・限られた人員体制のなか

で博物館管理運営事業を展

開していかなければならな

い。 

 

 

●実施内容 

・昨年に引続き、旅行誌等

への掲載やインフルエンサ

ーによる情報発信（X、

Instagram）、観光商談会で

の団体旅行者の獲得進める

等、広報宣伝活動を積極的

に行う。 

・企画展及びワークショッ

プを開催する。 

【付属施設】 

・市指定有形文化財「旧武

藤家住宅」移築工事（博物

館管運営理事業）（２年目※

最終年度）を行う。 

【収蔵品の管理】 

・博物館内に収蔵されてい

る収蔵品リストのデータ化

を行い、収蔵管理システム

の構築を進める。 

 

●今後の展望等 

・訪日外国人に対する展示

解説などの検討を行う。 

・ふじさんＶＲシアターに

おける新たなコンテンツ映

像の導入検討を行う。 

・旧武藤家住宅、旧宮下家

住宅周辺の外構工事の検討

を行う。 

・周辺エリアを管理する関

係部署やふじよしだ観光振 

 

ＡＡ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

御師外川家住宅等整備活用

事業 

担当課：歴史文化課 

●事業内容等 

世界文化遺産である「富

士山」の構成資産の一つで、

国の重要文化財である御師

旧外川家住宅を一般公開

し、約 300 年前に建てられ

た文化財建造物の価値及び

富士山信仰や御師文化の歴

史を市民のほか来訪者に伝

えるための運営を行うも

の。 

 

＊根拠法令 

・博物館法 

・富士吉田市歴史民俗博物

館の設置及び管理に関する

条例 

 

 

・映像展示等の機器の維持、

更新を行うためには多額の

経費が見込まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●実績･成果 

【概要】 

・令和６年７月より耐震補

強工事に着手した。 

・耐震補強工事により令和

６年４月～令和８年３月ま

での間、休館している。 

【施設管理業務】 

・樹木伐採、清掃その他の

管理業務を行った。 

 

●課題等 

・令和８年４月のオープン

時における運営体制の検

討。 

・旧外川家住宅の活用方法

の検討。 

・旧外川家住宅の入館料の

検討。 

興サービスとの情報共有を

図り、当該エリアが一体的

に活性化させる取り組みを

継続的に検討する。 

・受付業務体制の慢性的な

人員不足がみられるため、

委託先と協議を行い、調整

を図る。 

・データ化した収蔵品リス

トをインターネット上で公

開を図る。 

 

 

 

 

●実施内容 

・令和７年 12 月までに耐震

補強工事を完了するよう対

応を図る。 

 

●今後の展望等 

・令和８年４月のオープン

に向け、運営体制の検討や

展示準備を進めていく。 

・旧外川家住宅保存活用計

画に基づく、防火設備設置

工事を行う。 

・御師町の中心に位置する

旧外川家住宅の活用方法の

検討を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＡＡ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

博物館学芸事業 

担当課：歴史文化課 

●事業内容等 

富士山をはじめとした市

域における歴史・民俗につ

いての調査を行ったその成

果を博物館の企画展や教育

普及に反映するとともに、

ワークショップの開催や調

査成果をまとめた刊行物の

発行を通して、本市の歴史

文化に理解と関心を深めて

もらう取り組みを図るも

の。 

 

＊根拠法令 

・博物館法 

・富士吉田市歴史民俗博物

館の設置及び管理に関する

条例 

 

 

 

 

●実績･成果 

【概要】 

・企画展、講座、ワークシ

ョップ、講師派遣、書籍等

の刊行を行った。 

【企画展】 

・「富士山の湧水と織物の町

下吉田の歴史」 

・「冨士山御師のヒミツ」 

・「甲斐絹をよむ vol.2：蚕」 

・「富士山絵画展」 

【ワークショップ・全４回】 

・富士山カード立て作りな

どを行った。 

【講師派遣等】 

・市内小中学校「富士山学

習」、富士山学習研究会臨地

研修に講師の派遣を行っ

た。 

【出版物等】 

・富士山叢書第６集 『冨

嶽信仰百景』、企画展『冨士

山御師のヒミツ』展示解説、

ふじさんミュージアムだよ

り MARUBI No.50 を刊行し

た。 

 

●課題等 

博物館運営の根幹を担う

学芸員が１名である。文化

財保護対策事業も兼務して

いるため現体制では、博物 

 

 

●実施内容 

【企画展】 

「大先達～富士講指導者 

齊藤義次のあゆみ～」 

R７.６月～９月 

「新倉の歴史（仮）」 

R７.10 月～R８.１月 

「甲斐絹をよむ vol.３

（仮）」 

R８.２月～５月 

【ワークショップ】 

「ふじさん缶バッジ作成」

などの開催を行う。 

【講師派遣等】 

・市内小中学校「富士山学

習」に講師の派遣を行う。 

【出版物等】 

・富士吉田市歴史民俗資料

館資料叢書第７集『菊田日

記⑥』を刊行する。 

・ふじさんミュージアムだ

より ＭＡＲＵＢＩ No.51 

を刊行をする。 

 

🔴今後の展望等 

・富士山信仰をはじめとし、

本市全体の多様な歴史的財

産の保存と公開の充実を図

るとともに、それらの把握

調査や研究を推進してい

く。 

・富士山信仰や郷土の歴史 

 

Ａ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

 館事業の企画実行に支障が

出ている。地域の文化財を

適切に保存管理し、次世代

へ継承していくためには学

芸員の採用及び養成が必要

不可欠である。 

 

について、市民団体や学校

施設に可能な範囲で講師派

遣等を行い、教育普及活動

に努める。 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

第６節 スポーツ・レクリエーション （１）生涯スポーツの振興 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

スポーツ振興事業 

担当課：生涯学習課 

●事業内容等 

スポーツイベントやスポ

ーツ教室の開催により、生

涯スポーツの普及・振興を

図る。 

また、富士吉田スポーツ

協会を通じて各種競技団体

の活動支援を行う。 

令和７年度より、スポー

ツ推進委員事業をスポーツ

振興事業へ統合。 

 

 

●実績･成果 

富士登山競走は、日本国

内外から 3,271 名のランナ

ーを迎え、日本一過酷な山

岳レースとして実施した。 

また、プレイベントとし

て、大会前日の有力選手に

よるトークショーに加え、

山梨クィーンビーズ、FCふ

じざくら山梨、富士山の銘

水陸上競技部の協力を得る

中、子供向けのスポーツ教

室を実施した。 

さらに、キッチンカーや

マルシェ、子どもから大人

までが楽しめるスポーツア

クティビティを用意する

等、レースを終えたランナ

ーが喜びや感動を分かち合

える場を提供した。 

また、年長から小学校低

学年とその保護者を対象

に、親子で一緒に体を動か

すことでスポーツの楽しさ

や魅力を再発見してもらう

機会を提供するため、山梨

県出身のアスリートを講師

に招き、トップアスリート

直伝教室を開催した。 

 

 

 

●実施内容 

○富士吉田スポーツ協会と

連携し、スポーツ少年団の

競技力向上、指導者育成、

各種競技団体への運営補

助、各種スポーツイベン

ト・教室を開催する。 

○中学校部活動への外部指

導者の派遣を行う。また、

部活動の地域展開について

も、今年度コーディネータ

ーの委嘱及び協議会を設立

し、事業を進捗させていく。 

○山梨クィーンビーズやＦ

Ｃふじざくら山梨、山梨フ

ァイアーウィンズなど、地

元スポーツチームとの連携

を図り、スポーツを通じた

地域住民との交流と「みる」

スポーツ機会を創出する。 

○市ホームページやＳＮＳ

等を活用し、スポーツイベ

ントや各種教室等の情報を

発信する。 

○ＪＯＣやフランスラグビ

ー連盟等の継続的な連携を

図りながら「オリンピック

ムーブメント」の推進を図

り、スポーツ振興や地域活

性化につなげていくことを 

 

Ａ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

 ○第 77 回富士登山競走 

開催日：７月 26日（金） 

出走人数：山頂 1,661 人     

五合目 1,610 人 

     合 計 3,271 人 

（前年度実績） 

出走人数：山頂 1,574 人 

     五合目 1,389 人 

     合 計 2,963 人 

○トップアスリート直伝教

室 

開催日：12 月 21 日（土） 

会 場：鐘山総合体育館 

講 師：山村 宏樹（野球：

元東北楽天ゴールデンイー

グルス・甲斐市出身） 

佐野 夢加（陸上：元ロンド

ンオリンピックリレー日本

代表・富士川町出身） 

参加者：幼稚園児、小学生

17 名・保護者 17 名 合計

34 名 

開催日：3月 15 日（土） 

会 場：鐘山総合体育館 

講 師：山梨クィーンビー

ズバスケットボールクラブ 

参加者：５チーム（下一・

下吉田 BROS・松山・F☆

CAGER・吉田）合計 69名 

○各種表彰等 

市体育功労者表彰 ３人 

優秀選手表彰２人・１団体

○スポーツ大会出場激励金 

：56 件 994,000 円 

目的として「富士吉田市オ

リンピックムーブメント推

進事業実行委員会」を立ち

上げ「ＪＯＣオリンピック

教室」や「トップアスリー

ト招聘交流事業」等の関連

事業を実施する。 

○令和９年度全国高校総体

(アーチェリー）及び、令和

14 年度国民スポーツ大

会・全国障害者スポーツ大

会の開催に向けた連絡調整

を進める。 

○11 月に東京都にて開催

される聴覚障害者の国際ス

ポーツ大会である「東京

2025 デフリンピック」に、

富士吉田市出身の佐藤正樹

選手が、柔道男子 66 キロ級

の日本代表に内定した。こ

れに伴い、庁舎への懸垂幕

の掲示や、市広報紙並びホ

ームページ等を活用し、大

会の周知と機運醸成を図

る。 

○スポーツ推進委員の自主

事業として、障害者スポー

ツ（ＦＰＤ）教室等の開催。 

○スポーツ推進委員の活動

として、市や富士吉田スポ

ーツ協会、各種団体が主催

するスポーツイベント等へ

の協力。 

○スポーツ推進委員の各種 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

 （前年度実績 54 件 

932,000 円） 

○部活動スポーツ指導者派

遣事業 

：２中学校 ２クラブ 

派遣回数 計５回 

（前年度実績 ３中学校 

３クラブ 派遣回数 計

68 回） 

 

●課題等 

○富士吉田スポーツ協会の

主催により、令和４年度よ

り「ふじよしだファミリー

マラソン」、令和５年度より

「ふじよしだファミリース

ケート」など、家族で一緒

にスポーツに接する機会を

新たに創出することができ

たので、引き続き、幼児期

から高齢者まで、すべての

世代の市民が参加できる各

種教室やスポーツイベント

を検討し、市民の健康増進

に努める。 

○富士吉田市スポーツボラ

ンティアが、各種教室やス

ポーツイベントに積極的に

参加することにより、ボラ

ンティアの認知度の向上と

「ささえる」スポーツ機会

の場を創出する。 

 

 

研修会への出席 

 

🔴今後の展望等 

○富士吉田スポーツ協会を

はじめとした各種競技団体

と連携し、幼児期から高齢

者まですべての世代で、そ

れぞれのライフステージに

応じ、運動やスポーツに触

れる機会を提供し、生涯に

わたりスポーツに親しむ機

会を提供する。 

○スポーツ推進委員の自主

事業として実施している、

障害者スポーツ（ＦＰＤ）

教室を、富士吉田スポーツ

協会と連携を図り、対象者

や競技種目、運営方法等を

検討し、事業拡充を模索す

る。 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

市民体育施設管理事業 

担当課：生涯学習課 

●事業内容等 

鐘山スポーツセンター

(体育館・グラウンド・テニ

スコート)、笹子コミュニテ

ィスポーツ広場、みずほ公

園スポーツ広場の維持管理

運営事業を行う。 

 

 

 

 

 

●実績･成果 

市民体育施設を維持管理

する富士吉田スポーツ協会

と連携する中、経年劣化に

よる施設老朽箇所の改修を

適宜実施し、利用者が安心

安全に施設を利用できるよ

う市民体育施設を開放する

ことで、生涯スポーツ活動

の推進や、競技力の向上に

努めた。 

大明見グラウンドについ

ては、昭和 49 年度より、大

明見財産区と土地賃貸借契

約を締結し、土地を借用す

る中市民体育施設として運

営してきたが、今般、土地

賃貸借契約期限である令和

7年 3月末をもってグラウ

ンドを用途廃止とし、過去

に市にて整備した便所や避

難小屋、外灯、監視カメラ

等を全て撤去した上で、土

地を返還した。 

 

各種体育施設の全体の利用

者数（体育館・グラウンド

等含）135,277 人 

（前年度利用者 124,527

人） 

指定管理者の更新 

（令和４年度～８年度） 

 

 

●実施内容 

○引き続き富士吉田スポー

ツ協会を指定管理者とし

て、市民体育施設の維持管

理運営を行う。 

○市民体育施設を開放する

ことにより、生涯スポーツ

活動の推進や、競技力の向

上に努める。 

 

🔴今後の展望等 

富士吉田スポーツ協会や

各種競技団体からの要望を

踏まえ、限られた予算の中

で様々な手法を検討し、今

後市民体育施設を計画的に

改修することにより、多く

の市民が安心安全に利用で

きる環境づくりを推進して

いく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

公立学校体育施設一般開放

事業 

担当課：生涯学習課 

●事業内容等 

一般開放に伴う市内小中学

校の体育施設の管理を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●課題等 

○将来的な新体育館建設も

見据えた中、経年劣化によ

る市民体育施設について、

計画的な改修や修繕を行

い、利用者の利便性向上に

努める。 

 

 

 

 

●実績・成果 

市内小中学校の体育施設

を、平日の夜間並びに、土・

日・祝日を一般開放し、ス

ポーツや運動に触れ合う場

として提供することで、市

民のスポーツ活動機会の創

出と健康増進に寄与した。 

市内小学校グラウンド照

明の電球交換や、経年劣化

による摩耗のため、利用に

支障をきたしている格技場

の畳交換を実施する等、必

要箇所に対し施設の修繕を

行うことにより、利用者の

利便性向上を図った。 

【施設全体の利用件数】 

6,429 件（前年度 6,674 件） 

【施設使用料収入】 

4,002,090 円 

（前年度 4,184,260 円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●実施内容 

○学校体育施設を一般開放

し、市民がスポーツに触れ

る機会を充実させ、スポー

ツ振興を図る。 

○利用者に対して、メール

等での注意喚起を実施する

ことにより、安心安全な施

設利用を促進する（利用規

定や、学校からの連絡事項

の遵守）。 

 

●今後の展望 

○引き続き夜間や休日に、

学校体育施設の一般開放を

行い、市民がスポーツに親

しむ場を提供する。 

○施設の老朽化の進行によ

り、利用者に危険が生じる

ことがないよう庁内関係課

と連携を図り、計画的な改

修を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

 ●課題 

○利用者に対して、毎年２

月に開催する学校施設利用

調整会議等で利用上のルー

ルを周知しているが、施設

利用後の消灯、施錠忘れ、

ごみの散乱などが見受けら

れるため、引き続き学校開

放利用にあたっての注意喚

起が必要である。 

○事故やトラブルを未然に

防ぐため、日頃より学校と

の情報共有を密に図り、施

設の維持管理に努める。 

○施設使用料の支払いを、

納付書払いから口座振替へ

の切り替えを促し、事務の

効率化や経費削減を図る。 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

第６節 スポーツ・レクリエーション （２）スポーツに親しむ機会の充実 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

スポーツ推進委員事業 

担当課：生涯学習課 

●事業内容等 

 スポーツ推進委員 24 名

が、生涯学習事業や各種団

体の実施するスポーツイベ

ントへの協力など、スポー

ツを通して市民のスポーツ

活動の普及や、体力向上に

資する活動を行う。 

 

 

 

●実績･成果 

 富士吉田市スポーツ推進

委員研修会として一般社団

法人ヴァンフォーレスポー

ツクラブより講師を招き、

幼児期から高齢者まですべ

ての世代が簡単に実践でき

るストレッチの指導方法を

学び、スポーツ推進委員の

資質向上と育成を図った。 

また、スポーツ推進委員

は、市主催のボールゲーム

フェスタやオリンピックデ

ーラン、さらには、富士吉

田スポーツ協会主催のふじ

よしだファミリーマラソン

等の各種スポーツイベント

実施に関し協力を行い、市

民のスポーツ活動の普及・

振興に努めた。 

 

○スポーツイベントへの協

力 

・富士登山競走 

・ボールゲームフェスタ 

・ふじよしだファミリーマ

ラソン 

・オリンピックデーラン 

・トップアスリート直伝教

室 

 

 

●実施内容 

令和７年度より、スポー

ツ振興事業へ統合 

 

●今後の展望 

令和７年度より、スポー

ツ振興事業へ統合 

 

Ｄ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

 ○自主事業 

・障害者スポーツ（ＦＰＤ）

教室 

・いきいきスポーツレクフ

ェスタ 

○各種研修会への参加 

 

●課題等 

○スポーツ推進委員の高齢

化による担い手不足の問題

や、スポーツ推進委員の認

知度向上ため、市ホームペ

ージ等を活用し、活動内容

の周知を行っているので、

引き続き、市民に向け情報

発信を図る。 

○自主事業として実施して

いる障害者スポーツ（ＦＰ

Ｄ）教室を、富士吉田スポ

ーツ協会と連携を図り、対

象者や競技種目、運営方法

等を検討し、事業拡充を模

索する。 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

教育委員会の活動及び運営に関して 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

教育委員会管理事業 

担当課：学校教育課 

●事業内容等 

 教育委員会の運営に伴う

一般的な庶務に関する業務

を行う事業である。 

主な業務は以下のとおり 

・教育長、教育委員の秘書

及び会議に関すること。 

・教職員の服務、福利厚生

及び人事等に関すること。 

・会計年度任用職員に関す

ること。 

・教育行政の総合計画、調

整及び相談に関すること。 

・規則等の制定及び改廃に

関すること。 

・表彰に関すること。 

・市立小中学校の適正規

模・適正配置に関すること。 

・部活動の地域展開に関す

ること。 

 

＊根拠法令等 

・地方教育行政の組織及び

運営に関する法律第 17条 

 

 

 

 

●実績･成果 

富士吉田市のより良い教

育環境を整えるため、市立

小中学校を始め、教育委員

会内各課との連携、調整及

び庶務を行った。 

毎月実施している教育委

員会定例会では、委員会内

各課の様々な案件を審議報

告し、教育施策の充実を図

り、情報共有を行った。 

教育長、教育委員により、

教育委員会内の事業につい

て点検評価、全小中学校へ

の学校訪問等学校の現状と

課題、今後について確認を

行った。 

文科省主催の研修会に参

加し、県内外の教育長、教

育委員と各地区の現状と問

題等を話し、意見交換を行

った。 

学校職員の健康管理、旅

費、学生ボランティア、養

護教諭代替派遣等の学校職

員、人材に関わる予算を執

行したほか、学校職員を対

象としたメンタルヘルス 

対策事業（研修会を開催、

相談窓口等を開設、ハラス 

 

 

●実施内容 

教育行政に関する庶務を

滞りなく確実に遂行する。 

教育長、教育委員におけ

る学校、教育施設の視察や

定例会での意見交換等によ

り、富士吉田市教育施策の

向上を図る。 

 学校で働く職員を対象と

するメンタルヘルス対策に

ついて、研修会の開催、相

談窓口の開設、指針を策定

していく。 

 また、適正規模・適正配

置における「基本方針」を

９月末までに策定する。 

 

●今後の展望等 

 教育行政の先進地の視察

を行う等、富士吉田市のよ

り良い教育行政実現のため

の情報収集、共有し、意見

交換を行う。 

また、急速な少子化に伴

う児童・生徒の減少、著し

い施設の老朽化などの課題

を踏まえ、子ども達にとっ

ての学校教育環境をより充

実させるために今後の小中

学校のあり方について、適 

 

ＡＡ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業としてコスト・成果ともに拡大し重点的に位置づける。 

Ａ:コスト・成果ともに現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。   

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方は継続・維持していく。  

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
令和６年度 

実績･成果･課題等 

令和７年度 

実施内容･今後の展望等 
最終評価 

 メント指針や実施計画を策

定）を行った。 

 東町教職員住宅につい

て、適正な維持管理を行っ

た。 

 また、市立小中学校適正

規模・適正配置検討委員会

を設置し、市立小中学校の

適正規模・適正配置の基本

的な考え方となる「基本方

針」の策定のための検討委

員会を２回（12月・２月）

開催した。 

 部活動の地域展開に向

け、富士吉田市地域部活動

制度検討会や、学校管理職

及び小中学校体育連盟専門

部との勉強会等を実施し

た。 

 

●課題等 

市立小中学校適正規模・

適正配置の基本方針の策定

に向け、検討委員会での審

議を急ぎ進めていく必要が

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

正規模・適正配置「基本方

針」を受け、今年度中に再

編計画を策定し、令和８年

度より計画に沿った取り組

みを実行していく。 

 将来にわたって子どもた

ちが継続的にスポーツ・文

化芸術活動に親しむ機会の

確保・充実と、教職員の部

活動による負担減少を目標

に、令和 7 年度に小中学校

部活動地域展開推進協議会

を設置し、休日における新

たな部活動形態に向けての

準備・調整を行う。また、

令和 7年度は、地域連携（部

活動指導員制度や外部指導

者）を継続しながら、試験

的に一部種目の地域クラブ

活動実施を目指す。 
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３ 教育委員会活動の概要 

（１）教育委員会会議の開催状況（令和６年４月～令和７年３月） 

  教育委員会会議については、毎月１回の定例会及び臨時に行う臨時会を開催する

こととなっており、令和６年度においては定例会のみ開催いたしました。 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第 21 条に定める職務について、

富士吉田市教育委員会教育長に対する事務委任規則の規定に基づき、令和６年４月

から令和７年３月までにおいて、以下の議案審議等を行いました。 

 

【令和６年度 教育委員会審議案件一覧（令和６年４月～令和７年３月）】 

議案番号 件  名 議決日 

議案第４号 旅館業法第３条第４項に基づく意見（案）について 令和６年４月 30 日 

議案第５号 
令和６年度富士吉田市文化・教育・体育功労者の決定に

ついて 
令和６年５月 30 日 

議案第６号 旅館業法第３条第４項に基づく意見（案）について 令和６年５月 30 日 

議案第７号 令和７年度使用中学校用教科用図書採択の承認について 令和６年７月 29 日 

議案第８号 令和６年度富士吉田市一般会計補正予算について 令和６年８月 29 日 

議案第９号 旅館業法第３条第４項に基づく意見（案）について 令和６年 11 月 25 日 

議案第 10号 
富士吉田市立小中学校適正規模・適正配置検討委員会設

置要綱制定について 
令和６年 11 月 25 日 

議案第 11号 
富士吉田市民の体育施設の設置及び管理に関する条例の

一部を改正する条例について 
令和６年 11 月 25 日 

議案第１号 
富士吉田市立図書館運営規則の一部を改正する規則につ

いて 
令和７年２月 21 日 

議案第２号 令和６年度富士吉田市一般会計補正予算について 令和７年２月 21 日 

議案第３号 
富士吉田市教育委員会事務局の組織等に関する規則の一

部を改正する規則について 
令和７年３月 24 日 

議案第４号 
富士吉田市立中学校部活動地域展開推進協議会設置要綱

の制定について 
令和７年３月 24 日 

議案第５号 南都留市町村教育委員会連合会規約の一部改正について 令和７年３月 24 日 
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【令和６年度 教育委員会議 報告事項一覧（令和６年４月～令和７年３月）】 

 

 

（２）令和６年度富士吉田市文化・教育・体育功労者表彰式 

市制祭記念式典において、富士吉田市の文化、教育、体育に著しく功績を残し

た方へ各功労者表彰を行いました。 

実施月日：令和６年７月 27 日(土) 

内  容：文化功労者１人、教育功労者２名、体育功労者３名 

 

番号 報告内容 報告日 

報告第３号 
富士吉田市学校給食費改定による諮問および答申の内容

について 
令和６年４月 30 日 

報告第４号 令和６年度富士吉田市教育委員会点検・評価について 令和６年８月 29 日 

報告第５号 
富士吉田市学校給食センターの設置及び管理に関する条

例施行規則の一部を改正する規則について 
令和６年８月 29 日 

報告第６号 

富士吉田市食物アレルギーを有する児童又は生徒及び 

富士吉田市立学校以外の小中学校在学の児童又は生徒の

給食費等に対する補助金交付要綱の一部を改正する要綱

について 

令和６年８月 29 日 

報告第７号 令和６年度全国学力・学習状況調査の結果について 令和６年９月 19 日 

報告第８号 
富士吉田市立小・中学校に就学すべき者の学校の指定に

関する規則の一部を改正する規則について 
令和６年９月 19 日 

報告第９号 いじめ重大事態に係る申立について 令和６年 11 月 25 日 

報告第１号 令和 7年度基本方針及び主要事業について 令和７年２月 21 日 

報告第２号 令和 7年度富士吉田市一般会計予算（教育費）について 令和７年３月 24 日 

報告第３号 

富士山吉田口登山道保存と活用のための活動計画及び 

第２期富士吉田市文化財保存活用地域計画の策定につい

て 

令和７年３月 24 日 
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（３）市立小中学校訪問 

教育委員会では、例年市立小中学校を訪問し、児童生徒の学校活動の様子、教

員の指導、学校施設などを視察しています。視察後は、学校側と意見交換を行い、

課題などは改善するよう助言を行っています。 

 

実施月日：令和６年７月２日(火)、３日(水) 

訪問学校：下吉田第一小学校、下吉田第二小学校、下吉田東小学校、 

     明見小学校、吉田小学校、吉田西小学校、富士小学校、 

     下吉田中学校、明見中学校、吉田中学校、富士見台中学校 

内  容：① 授業風景・学校内施設視察 

     ② 学校長との意見交換 
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教育委員会事務局機構

歴史民俗博物館
ふじさんミュージアム

教育総務

学校情報

小学校８校
（分校含む）

中学校４校

生涯学習

スポーツ振興

青少年センター

富士五湖文化センター
市　民　会　館

歴史文化

学　　術

市民体育施設
（鐘山スポーツセンター等）

教育研修所推進

教育研修所管理

学校管理
教
　
育
　
長

教
育
委
員
会
事
務
局

学校給食センター

管
理
本
部
教
育

教
 
育
 
委
 
員
 
会

生涯学習課

学校教育課

教育研修所

図書館

歴史文化課
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<教育委員会委員名簿>               （令和７年９月１日現在） 

職    務 氏   名 職   業 就任年月日 

教 育 長 渡邊 治男 ― 令和６年６月１日 

教育長職務代理者 遠山 賢子 主 婦 令和４年10月６日 

委   員 羽田 誠 自営業 令和３年11月１日 

委   員 清水 慶子 薬剤師 令和３年11月１日 

委   員 遠山 直人 会社員 令和６年12月26日 
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      発行 富士吉田市教育委員会 

      問合せ先 

       富士吉田市教育委員会学校教育課 

         〒403-8601 富士吉田市下吉田 6-1-1 

         TEL：0555-23-1765 / FAX：0555-22-6551 

        e-mail：gakued@city.fujiyoshida.lg.jp 

URL http://www.city.fujiyoshida.yamanashi.jp/ 
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